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資料についての説明 

最近では、多くの日本企業がボーダレスにビジネスを展開する結果、様々な執行当局による

刑事捜査の対象とされる場面が増加している。特に国際カルテルや外国公務員贈賄などの分

野では広い範囲に及ぶ域外適用を定める制定法が増加しており、米国司法省や欧州連合によ

る厳しい制裁が課されるようになり、日系企業でもそうしたリスクに対応する必要性は強く

自覚されるようになってきた。またその際に、海外の執行当局とのあいだで司法取引が行わ

れ、その際には不祥事に巻き込まれた企業が、どのようなコンプライアンスプログラムを実

施してきたかは、そうした司法取引において企業を守るための最も重要なファクターである

ことも広く知られるようになってきた。 

 

しかし司法取引において、海外の執行当局がどのような観点からコンプライアンスプログラ

ムの評価を行うのかについては、まだ十分な情報は提供されていないようである。また日本

では「コンプライアンス」を法令遵守と翻訳することが多いため、それは様々なビジネスに

関連する法規制を守ることであると誤解されている面もある。 

 

そこで以下では、コンプライアンス文化の出発点とも言える米国の司法省刑事局が、企業の

不祥事においてコンプライアンス・プログラムをどのような視点から評価し、その企業を刑

事訴追の対象としたり、司法取引の制裁金の金額を確定したりするのかに関連して、米国の

検 察 官 が 参 照 し て い る 米 国 司 法 省 刑 事 局 が 公 開 し て い る ガ イ ダ ン ス

（https://www.justice.gov/criminal-fraud/page/file/937501/download）を訳出することにする。こ

のガイダンスは 2023 年に改定されており、内容においても最新のものである。最近では、

特に複数国家の捜査当局が共同で協力しながら捜査を行い、司法取引も共同して企業と合意

することが珍しくない。そうした場面において、米国司法省は歴史的に主導的な役割を果た

してきており、その意味でもこのガイダンスが持つ実務的な 影響力は大きい。 

 

ここに掲載したものは現段階での仮の日本語訳であるため、内容の正確な確認のためには原

文に当たっていただく必要がある場合も少なくないであろう。また司法省マニュアルの参照

箇所についても読者の読みやすさを考慮して省略しているため、詳しくは原文を参照いただ

きたい。 

  

https://www.justice.gov/criminal-fraud/page/file/937501/download
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米国司法省刑事局 

「企業のコンプライアンス・プログラムの評価（2023年 3月更新）」 

(日本語仮翻訳版) 

 

［目次］ 
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［以上 1 月号掲載・ 以下本号］ 

II  プログラムは真摯かつ誠実に適用されているか？ 

III 会社のコンプライアンス・プログラムは実際に機能しているか？ 

 

 

II. プログラムは真摯かつ誠実に適用されているか？ 

よく設計されたコンプライアンス・プログラムであっても、その実行が緩慢であったり、人

材が不足していたり、あるいは効果的でなかったりする場合には、実際にはうまく機能しな

い可能性がある。検察官は、コンプライアンス・プログラムが「ペーパー・プログラム」で

あるか、効果的な方法で実施され、リソースが提供され、レビューされ、適宜改訂されてい

るかを具体的に調査するよう指示されている。この点に関して、検察官は、該当するリスク

を評価し、対処し、これらのリスクを管理するための適切なコントロールを設計するための

企業の方法を評価すべきである。加えて、検察官は、企業がコンプライアンスへの取り組み

の結果を監査し、文書化し、分析し、活用するのに十分なスタッフを用意しているかどうか

を判断すべきである。検察官はまた、"企業の従業員がコンプライアンス・プログラムにつ

いて十分な情報を得ており、企業のコンプライアンス・プログラムに対するコミットメント

を確信しているかどうか "を判断すべきである。（効果的なコンプライアンス・プログラム

の基準には、「捜査の基礎となる行為を含め、いかなる犯罪行為も容認されないという従業

員の意識を含む、企業のコンプライアンス文化」が含まれる）。 

 

A. 上級管理職および中間管理職によるコミットメント 

コンプライアンス体制、方針、手続きを超えて、企業にとって重要なことは、社内のあらゆ

る階層において倫理と法令遵守の文化を創造し、醸成することである。コンプライアンス・

プログラムの実効性を高めるには、企業のリーダーシップによって、中間及びトップ層から

コンプライアンス文化の実践に向けたハイレベルなコミットメントを行うことが必要である。 

 

会社のトップリーダーである取締役会と経営陣は、会社の他の部分の基調を設定する。検察

官は、上級管理職が会社の倫理基準をどの程度明確にし、明確かつ明白な言葉で伝え、浸透

させ、模範として厳格な遵守を示したかを調べるべきである。検察官はまた、中間管理職が

どのようにこれらの基準を強化し、従業員に遵守するよう促したかを調べるべきである。

（会社の「統治権者は、コンプライアンスおよび倫理プログラムの内容と運用に精通し、

合理的な監督を行わなければならない」、「上級幹部は、...組織が効果的なコンプライアン

スおよび倫理プログラムを有することを確保しなければならない」）。 

 

⚫ トップの行動 - シニアリーダーは、その言動を通じて、調査に関与した不正行為の種類

を含め、コンプライアンスをどのように奨励または抑制してきたか。会社のコンプライ
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アンスおよび是正努力においてリーダーシップを発揮するために、どのような具体的な

行動をとったか。部下に対して適切な行動をどのように模範的に示したか。マネジャー

は、新規事業や収益の拡大を追求するために、より大きなコンプライアンス・リスクを

容認してきたか。マネジャーは、事業目的を達成するために従業員に非倫理的な行動を

促したり、コンプライアンス担当者が効果的に職務を遂行するのを妨げたりしていない

か。 

⚫ 共有されたコミットメント - シニアリーダーおよび中間管理職の利害関係者（事業およ

び業務管理者、財務、調達、法務、人事など）は、改善努力を含め、コンプライアンス

またはコンプライアンス担当者に対するコミットメントを示すためにどのような行動を

とったか。競合する利益や事業目標に直面しても、そのコミットメントを維持したか。 

⚫ 監督 - 取締役会にどのようなコンプライアンス専門家がいるか。取締役会及び社外監査

役は、コンプライアンス及び管理部門とエグゼクティブ・セッション又はプライベー

ト・セッションを行ったことがあるか。取締役会及び上級管理職は、不祥事が発生した

分野における監督を行うにあたり、どのような種類の情報を調査したか。 

 

B. 自律性とリソース 

 効果的な実施には、コンプライアンス・プログラムの日常的な監督を担当する者が十分な

権限と身分をもって行動することも必要である。閾値の問題として、検察官はコンプライア

ンス・プログラムがどのように構成されているかを評価すべきである。さらに検察当局は、

コンプライアンス機能内の人員とリソースの充足性、特に、コンプライアンスを担当する者

が以下を有しているかどうかを評価すべきである。 

 

(1) 組織内での十分に高い地位 

(2) 必要な監査、文書化、分析を効果的に実施するための十分な資源、すなわちスタッフ 

(3) 取締役会や取締役会の監査委員会に直接アクセスできるなど経営陣からの十分な独立性 

 

しかし、各要素の十分性は、特定の会社の規模、構造、リスクプロファイルに依存する。

「大組織は一般に、小組織よりも、より正式な業務とより大きな資源を......割かなければな

らない。」対照的に、「小組織は、より少ない形式とより少ない資源に頼ることができ

る。」いずれにせよ、コンプライアンス・プログラムが真に効果的であるためには、コンプ

ライアンス担当者は企業内で権限を与えられなければならない。 

 

検察当局は、コンプライアンス担当者が実際に権限を与えられ、不正行為を効果的に発見し、

防止する態勢にあるかどうかの指標として、内部監査機能が独立性と正確性を確保するのに

十分なレベルで実施されているかどうかを評価すべきである。検察官はまた、「会社がコン

プライアンスに専属させるリソース」、「潜在的なリスクをもたらす取引や活動を理解し特

定できるような、コンプライアンスに携わる人材の質と経験」、「コンプライアンス機能の

権限と独立性、および取締役会に対するコンプライアンスの専門知識の利用可能性」を評価

すべきである。（「日常的な運営責任」を有する者は、「適切な資源、適切な権限、及び

統治権限者又はその適切なサブグループへの直接アクセス」を有するものとする）。 

 

⚫ 構造 - コンプライアンス機能は、社内のどこに置かれているか（例えば、法務部内、事

業部門の下、又は CEO及び／又は取締役会に報告する独立した機能として）。コンプ
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ライアンス部門は誰に報告するか。コンプライアンス部門は、指名されたチーフ・コン

プライアンス・オフィサー（最高コンプライアンス責任者）によって運営されている

か、それとも社内の他の幹部によって運営されているか、また、その幹部は社内で他の

役割を担っているか。コンプライアンス担当者は、コンプライアンス責任に専従してい

るのか、それとも社内でコンプライアンス以外の責任も担っているのか。会社は、なぜ

そのようなコンプライアンス体制を選択したのか。会社が構造的な選択をした理由は何

か。 

⚫ 序列と地位 - コンプライアンス部門は、地位、報酬水準、役職、報告ライン、リソース、

主要な意思決定者へのアクセスという点で、社内の他の戦略的部門と比較してどうであ

るか。コンプライアンス及び関連する管理部門の人材の離職率はどの程度か。会社の戦

略上及び業務上の意思決定において、コンプライアンスはどのような役割を果たしてき

たか。コンプライアンスが懸念を提起した具体的な事例に対して、会社はどのように対

応したか。コンプライアンス上の懸念の結果、中止、修正、またはさらに精査された取

引や案件があったか。 

⚫ 経験と資格 - コンプライアンス担当者及び管理担当者は、その役割と責任にふさわしい

経験と資格を持っているか。これらの役割における経験と資格のレベルは、時間の経過

とともに変化しているか。会社は、コンプライアンス担当者及びその他の管理担当者の

さらなる研修と能力開発にどのように投資しているか。誰がコンプライアンス機能のパ

フォーマンスをレビューしているか。 

⚫ 資金と資源 - コンプライアンス担当者がコンプライアンス活動の結果を効果的に監査、

文書化、分析、行動するために十分な人員配置が行われてきたか。会社はそのために十

分な資金を割り当てているか。コンプライアンスおよび管理部門によるリソースの要請

が拒否されたことがあるか。 

⚫ データ・リソースとアクセス - コンプライアンス及び管理部門の要員は、方針、管理及

び取引の適時かつ効果的なモニタリング及びテストを可能にするために、関連するデー

タ・ソースへの直接的又は間接的なアクセスを十分に有しているか。関連するデータ源

へのアクセスを制限するような障害が存在するか、また存在する場合、その障害に対処

するために会社は何をしているか。 

⚫ 自律性 - コンプライアンス及び関連する管理部門は、取締役会や監査委員会の誰かに直

接報告するラインを持っているか。取締役との面談の頻度はどうか。上級管理職はこれ

らの会議に出席しているか。会社は、コンプライアンス及び管理担当者の独立性をどの

ように確保しているか。 

⚫ コンプライアンス機能の外部委託 - 会社は、コンプライアンス機能の全部又は一部を外

部の会社又はコンサルタントに委託しているか。外部委託している場合、その理由と、

外部委託先との監督や連絡の責任者は誰か。外部の会社またはコンサルタントは、会社

の情報にどの程度アクセスできるか。外部委託したプロセスの有効性はどのように評価

されているか。 

 

C. 報奨体系と結果管理 

 コンプライアンス・プログラムの効果的な実施のもう一つの特徴は、コンプライアンスに

対するインセンティブとコンプライアンス違反に対するディスインセンティブを確立するこ

とである。検察官は、企業が明確な結果管理手続き（法律、規制、または方針に対する違反
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を特定し、調査し、懲戒し、是正するための手続き）を導入し、組織全体で一貫してそれを

実施し、その手続きが違反に見合ったものであることを保証しているかどうかを評価する必

要がある。検察官はまた、非倫理的な行為は許されず、その行為を行った従業員の地位や肩

書きに関係なく、迅速な結果がもたらされることを、会社による情報伝達として従業員にど

の程度伝えているかを評価すべきである。（「組織のコンプライアンス・プログラムは、

(A)コンプライアンス・プログラムおよび倫理プログラムに従って業務を遂行するための適

切なインセンティブ、(B)犯罪行為に関与した場合、および犯罪行為を防止・発見するため

の合理的な措置を講じなかった場合の適切な懲戒措置」を通じて、組織全体で一貫して推

進・実施されなければならない）。 

 

例として、検察官は、適切かつ可能な場合には、企業が懲戒処分を社内で公表しているかど

うかを考慮することができる。また、検察当局は、調査及び結果管理機能の有効性を測定す

るために、企業が懲戒処分に関連するデータを追跡しているかどうかを検討することができ

る。これには、立証されたコンプライアンス関連の申し立て件数、コンプライアンス調査が

完了するまでの平均時間（及び異常値）、組織のレベル、地域、ユニットや部署にわたる懲

戒措置の有効性及び一貫性の監視が含まれる。 

 

報奨制度の設計と実施は、コンプライアンス文化を醸成する上で重要な役割を果たす。検察

官は、会社の価値観や方針と一致する行為に関連する一定の報奨を繰り延べたり、エスク

ローしたりする報酬制度を設計することによって、会社がコンプライアンスを奨励したかど

うかを検討することができる。また、企業によっては、報奨の受領者が企業の不正行為に関

与した、あるいはその他の責任を負うことが判明した場合、企業が過去に授与された報奨を

回収することを認める契約条項を施行した例もある。最後に、検察当局は、コンプライアン

ス違反や不正行為による報奨払い戻しや減額に関する規定が、会社の方針や適用される法律

に従って維持され、実施されているかどうかを検討することができる。 

 

不正行為に対して明確かつ効果的に金銭的ペナルティを課す報酬体系は、リスクの高い行動

を抑止し、コンプライアンス文化を醸成することができる。同時に、コンプライアンス・プ

ログラムの改善・発展や倫理的リーダーシップの発揮に対する昇進、報奨、ボーナスなどの

積極的なインセンティブを提供することで、コンプライアンスを推進することができる。検

察官は、企業がコンプライアンスに取り組むことを昇進の手段にしているかどうか、管理職

や従業員にコンプライアンスの「チャンピオン」として活躍する機会を提供しているかどう

か、コンプライアンスを管理職の賞与の重要な指標にしているかどうかを調べる必要がある。

報奨や結果管理のスキームが肯定的なコンプライアンス文化を示しているかどうかを評価す

る際、検察当局は以下の要素を考慮すべきである。 

 

⚫ 人事プロセス - 問題となっている不正行為の種類を含め、誰が懲戒決定に参加している

か。会社は懲戒プロセスの設計と実施についてどの程度透明性があったか。コンプライ

アンス違反を理由に役員を退社させた場合、会社は従業員に対し、その離職条件につい

てどの程度透明性を保ってきたか。懲戒の実際の理由は、すべてのケースで従業員に伝

えられているか。そうでない場合、その理由は何か。また、そうでない場合はなぜか。

会社は、懲戒プロセスに関する情報の開示または入手を制限する措置を講じているか。
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情報を制限する法的または調査関連の理由があるのか、あるいは内部告発や外部からの

監視から会社を守るために事前の理由が提供されているのか。 

⚫ 懲戒処分 - 経営陣がコンプライアンス方針を実施しようとする場合、どのような種類の

懲戒処分を利用できるか。会社は、役員または従業員に直接的または間接的に起因する

不正行為がなければ達成されなかったであろう報酬を回収するための方針または手続を

有しているか。会社は、不正行為の潜在的な成果から利益を得られないことを従業員に

知らせるために、どのような方針と慣行を設けているか。問題となっている特定の不祥

事に関して、会社はこの点に関する方針と慣行に従うよう誠実に努力したか。 

⚫ 一貫した適用 - 懲戒処分と報奨は、組織全体で公正かつ一貫して適用されているか。コ

ンプライアンス部門は、一貫性を確保するために、調査とその結果としての懲戒を監視

しているか。差別的な扱いを受けた類似の不正行為があるか。どのような指標を適用し

て、すべての地域、事業単位、組織のレベルにわたって懲戒処分の一貫性を確保してい

るか。 

⚫ 財務報奨制度 - 会社は、財務報奨およびその他の報奨がコンプライアンスに及ぼす影響

を検討したか。コンプライアンスと倫理に則って業務を遂行した場合に、商業的目標が

達成可能かどうかを評価したことがあるか。コンプライアンス部門は、組織の上級レベ

ルにおける金銭的インセンティブの設計と付与において、どのような役割を担っている

か。会社はコンプライアンスと倫理的行動にどのようなインセンティブを与えているか。

役員報酬の何パーセントが、永続的な倫理的事業目標を奨励するように構成されている

か。賞与や繰延報酬の条件は、賞与が支給される前または支給された後に、コンプライ

アンス違反または非倫理的な行動が露見した場合に、適用される法律の下で利用可能な

範囲で、取り消しまたは払い戻しの対象となるか。不正行為があった場合、会社は支払

われた報酬を取り戻すための方針を持っているか。コンプライアンスや倫理を考慮した

結果、具体的にどのような措置（昇進や表彰の拒否、報酬の払い戻し、繰延報酬の取り

消しなど）が取られたか。 

⚫ 有効性 - コンプライアンス違反に対する効果的な結果管理をどのように実施してきたか。

企業のホットラインの運営から、その企業のコンプライアンス文化や通報の管理状況を

示すどのような知見が得られるか。会社全体（すなわち、2 つ以上の異なる州、国、ま

たは部門間）で報告された類似の種類の不正行為について、または類似の状況にある会

社がある場合はその会社と比較して、立証率はどのように比較されるか。会社は、特定

の行為が比較的過大または過小に報告されている領域について、根本原因分析を行った

か。ホットライン報告に対する調査が完了するまでの平均時間はどのくらいか、また、

担当部署によって一貫性のない調査がどのように管理されているか。不正行為に関与し

たことが判明した役員に支給された報酬のうち、倫理違反が理由で取り消しまたは払い

戻しの対象となった報酬の割合はどうか。報酬制度の関連部分に適用される関連法およ

び現地の事情を考慮して、その組織はコンプライアンス違反をどのように強制し、ある

いは倫理的な過ちにどのような罰則を科そうとしてきたか。コンプライアンスに関連す

る活動を理由として、実際にどれだけの補償が（プラスまたはマイナスの）影響を受け

たか。 
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III. 会社のコンプライアンス・プログラムは実際に機能しているか？ 

「企業組織に関する連邦検察原則」は、検察官に対し、「起訴決定時だけでなく、犯罪発生

時においても、企業のコンプライアンス・プログラムの適切性と有効性」を評価するよう求

めている。最初の調査が後ろ向きであるため、検察官が不祥事後のコンプライアンス・プロ

グラムを評価する際に答えなければならない最も難しい質問の 1つは、特に不祥事が直ちに

発見されなかった場合、そのプログラムが犯罪時に効果的に機能していたかどうかである。 

 

この質問に答える上で重要なことは、不祥事が存在したからといって、それだけでコンプラ

イアンス・プログラムが機能していなかったり、違反時に効果がなかったりしたことにはな

らないということである。（「即座の犯罪を防止または発見できなかったからといって、

プログラムが不正行為を防止および抑止する上で一般的に有効でないことを意味するもの

ではない」を参照のこと。）実際、「いかなるコンプライアンス・プログラムも、企業の従

業員によるすべての犯罪行為を防止することはできない。もちろん、コンプライアンス・プ

ログラムが、適時の是正や自己申告を可能にするなど、不祥事を効果的に特定していた場合、

検察官は、コンプライアンス・プログラムが効果的に機能していたことを示す有力な指標と

みなすべきである。 

 

企業のコンプライアンス・プログラムが不祥事発生時に有効であったかどうかを評価する際、

検察官は、不祥事が発見されたかどうか、どのように発見されたか、不祥事の疑いを調査す

るためにどのような調査リソースが用意されていたか、企業の改善努力の性質と徹底性を考

慮すべきである。 

 

企業のコンプライアンス・プログラムが起訴決定時または解決時に効果的に機能しているか

どうかを判断するために、検察当局は既存のコンプライアンス・リスクや変化するコンプラ

イアンス・リスクに対処するために、そのプログラムが時間をかけて進化したかどうかを検

討すべきである。また検察当局は、企業が、不正行為の要因と、今後同様の事象を防止する

ために必要な是正の程度を理解するために、適切かつ誠実な根本原因分析を行ったかどうか

も考慮すべきである。 

 

A. 継続的改善、定期的テストおよびレビュー 

効果的なコンプライアンス・プログラムの特徴の一つは、改善し進化する能力である。実際

に管理策を実施すると、必然的にリスクのある領域や潜在的な調整事項が明らかになる。企

業の事業は、その事業を取り巻く環境、顧客の性質、その行為を規律する法律、適用される

業界標準と同様に、時とともに変化する。従って検察当局は、企業がコンプライアンス・プ

ログラムを見直し、それが陳腐化していないことを確認するための有意義な取り組みを行っ

ているかどうかを検討すべきである。企業によっては、コンプライアンス文化を測定し、統

制の強さを評価するために従業員を調査したり、統制が十分に機能していることを確認する

ために定期的な監査を実施したりしているが、評価の内容や頻度は企業の規模や複雑さに

よって異なる可能性がある。 

 

検察官は、改善と持続可能性を促進するための努力に報いることができる。特定のコンプラ

イアンス・プログラムが実際に機能しているかどうかを評価する際、検察当局は、"教訓に

照らした企業のコンプライアンス・プログラムの改訂"を検討すべきである。(「その有効性
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を保証するためのコンプライアンス・プログラムの監査」)。検察官は同様に、企業が「犯

罪行為を発見するための監視や監査を含め、組織のコンプライアンスや倫理プログラムが遵

守されていることを確認」し、「組織の」プログラムの有効性を「定期的に評価」するため

の「合理的な措置」を講じているかどうかに注目すべきである。このような積極的な努力は、

解決や起訴の形で報われるだけでなく(例えば、是正クレジットや量刑ガイドラインの下で

適用される罰金額の引き下げなど)、さらに重要なことは問題を未然に防ぐことができる可

能性があるということである。 

 

⚫ 内部監査 - 内部監査が監査を実施する場所と頻度を決定するプロセスは何か。監査はど

のように実施されるか。どのような種類の監査が、不祥事に関連する問題を特定したの

か。 そうした監査の結果、どのような発見があったか。どのような種類の関連する監

査結果および是正の進捗が、経営陣および取締役会に定期的に報告されたか。経営陣と

取締役会はどのようにフォローアップしたか。内部監査はどれくらいの頻度で高リスク

分野の評価を実施しているか。 

⚫ 統制テスト - 会社は、不祥事に関連する分野のコンプライアンス・プログラムを見直し、

監査したか。より一般的には、会社はどのような統制のテスト、コンプライアンス・

データの収集と分析、従業員や第三者へのインタビューを行っているか。結果はどのよ

うに報告され、行動項目はどのように追跡されるか。 

⚫ 進化する更新 - 会社は、リスクアセスメントをどの程度の頻度で更新し、コンプライア

ンス方針、手順、慣行を見直したか。会社は、特定のリスク領域が方針、統制、または

研修において十分に対処されていないかどうかを判断するために、ギャップ分析を実施

したか。会社は、方針・手順・慣行が特定の事業セグメント／子会社にとって意味があ

るかどうかを判断するために、どのような措置を講じたか。会社は、自社の不祥事や同

様のリスクに直面している他社の不祥事から学んだ教訓に基づいて、コンプライアン

ス・プログラムを見直し、適応させているか。 

⚫ コンプライアンス文化 - 会社はコンプライアンス文化をどのような頻度で、どのように

測定しているか。倫理的な企業文化へのコミットメントを強化するための雇用とインセ

ンティブの仕組みはどうなっているか。従業員が上級管理職や中間管理職のコンプライ

アンスに対するコミットメントを認識しているかどうかを判断するために、あらゆる階

層の従業員から意見を求めているか。コンプライアンス文化の測定結果を受けて、会社

はどのような措置を講じたか。 

 

B. 不正行為の調査 

効果的に機能しているコンプライアンス・プログラムのもう一つの特徴は、会社、その従業

員、または代理人による不正行為の申し立てまたは疑いを適時に徹底的に調査するための、

適切に機能し、適切な資金が提供される仕組みが存在することである。効果的な調査体制は

また、取られた懲戒または是正措置を含む、会社の対応を文書化する手段を確立している。 

 

⚫ 専門家による適切な調査 - 会社は、調査が適切に計画され、独立し、客観的で、適切に

実施され、適切に文書化されていることをどのように確保しているか。 
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⚫ 調査への対応 - 会社の調査は、監督責任者や上級管理職を含め、根本原因、システムの

脆弱性、説明責任の不履行を特定するために利用されたか。調査結果への対応プロセス

はどうなっているか。調査結果は社内のどのレベルまで報告されているか。 

⚫ 独立性と権限 - 不祥事の調査および裁定を担当する従業員に対する報酬は、コンプライ

アンス・チームが会社の方針および倫理的価値観を実施する権限を確保するような形で

構成されているか。賞与を含む報酬、コンプライアンス担当者または懲戒プロセスに関

与する組織内のその他の者の懲戒と昇進は、一般的に誰が決定するのか。 

 

メッセージング・アプリケーションは多くの市場でユビキタスになっており、企業が成

長を達成しコミュニケーションを促進するための重要なプラットフォームを提供してい

る。潜在的な不正行為や法律違反を特定し、報告し、調査し、是正するための企業の方

針と仕組みを評価する上で、検察官は、個人用デバイス、通信プラットフォーム、及び

エフェメラル・メッセージング・アプリケーションを含むメッセージング・アプリケー

ションの使用を管理する企業の方針と手続きを考慮すべきである。このようなアプリ

ケーションを管理する方針は、企業のリスクプロファイルや特定のビジネスニーズに合

わせて調整されるべきであり、適切かつ可能な限り、業務関連の電子データや通信にア

クセスでき、企業による保全が可能であることを保証しなければならない。検察官は、

方針と手順がどのように従業員に伝達されたか、また、企業が方針と手順を定期的かつ

一貫性をもって実践しているかどうかを検討すべきである。この評価を行うにあたり、

検察官は以下の要素を考慮すべきである。 

 

⚫ コミュニケーション・チャネル - 企業とその従業員は、業務を遂行するためにどのよう

な電子的コミュニケーション・チャネルを使用しているか、または使用を許可している

か。またその理由は何か。各電子的コミュニケーション・チャネルに含まれる情報を管

理・保存するために、会社はどのような仕組みを導入しているか。各コミュニケーショ

ンチャネルにおいて、各従業員はどのような保存または削除設定が可能で、会社のポリ

シーはそれぞれに関して何を要求しているか。どのコミュニケーション・チャネルおよ

び設定が許可されるかを決定する会社のアプローチの根拠は何か。 

⚫ ポリシー環境 - 交換されたデバイスから通信やその他のデータが保全されることを保証

するために、どのようなポリシーと手順があるか。セキュリティを確保したり、業務関

連の通信を監視・アクセスしたりする組織の能力を管理するための関連する行動規範、

プライバシー、セキュリティ、雇用に関する法律やポリシーは何か。BYOD（Bring 

Your Own Device）プログラムを導入している場合、メッセージング・プラットフォー

ムに含まれるデータを含め、個人用デバイスに保存されている企業データおよび通信の

保存とアクセスに関するポリシーはどのようなものか、またそのポリシーの根拠は何か。

個人用デバイスとメッセージング・アプリケーションに関して、会社のデータ保持と業

務遂行に関するポリシーがどのように適用され、実施されてきたか。組織のポリシーは、

BYODやメッセージング・アプリケーション上の業務上の通信を会社がレビューするこ

とを許可しているか。これらのポリシーに対して、組織でどのような例外や制限が認め

られているか。メッセージ、データ、および情報を保存および保持するために、従業員

が私用電話またはメッセージング・アプリケーションから会社の記録管理システムに転
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送すべきかどうかに関して、会社にポリシーがある場合、そのポリシーは実際に遵守さ

れているか、またどのように実施されているか。 

⚫ リスクマネジメント - 会社の通信手段へのアクセスを拒否した従業員には、どのような

影響があるか。会社はこれらの権利を行使したことが あるか。会社は、ポリシーまた

は会社に対してこれらの通信へのアクセス権を与えるという要件に従わない従業員を懲

戒処分したことがあるか。個人用デバイスやメッセージング・アプリケーション（エ

フェメラル・メッセージング・アプリケーションを含む）の使用によって、組織のコン

プライアンス・プログラムや、内部調査を実施したり、検察官や民事執行機関、規制機

関からの要請に対応したりする能力が、何らかの形で損なわれたことはあるか。組織は

どのようにセキュリティを管理し、組織の業務を遂行するために使用される通信チャネ

ルを管理しているか。BYODやメッセージング・アプリケーションを含むコミュニケー

ション・チャネルの許可と管理に対する組織のアプローチは、会社のビジネス・ニーズ

とリスク・プロファイルに照らして妥当か。 

 

C. 背景にある不正行為の分析と是正 

最後に、実際に効果的に機能しているコンプライアンス・プログラムの特徴は、企業が不祥

事の根本原因分析を熟慮し、その根本原因に対処するために適時適切な是正を行うことがで

きる程度である。 

 

コンプライアンス・プログラムの有効性を評価する検察官は、"犯罪的違法行為の程度と蔓

延度、関与した企業従業員の数とレベル、違法行為の深刻さ、期間、頻度、および、例えば、

以前のコンプライアンス・プログラムによって摘発された過去の違反者に対する懲戒処分、

教訓に照らした企業のコンプライアンス・プログラムの修正など、企業によって取られた改

善措置"を振り返るよう指示される。（FCPA 企業取締方針の下、「適時かつ適切な是正の

完全な信用を受ける」ために、企業は「根本原因の分析」と、適切な場合には「根本原因

に対処するための是正」を示すべきである）。 

 

検察官は、「例えば、事前のコンプライアンス・プログラムによって摘発された過去の違反

者に対する懲戒処分など、企業が行ったあらゆる改善措置」を考慮すべきである。（「直接

参加または監督不行き届きによって、不正行為に責任があると会社が特定した従業員、およ

び犯罪行為が発生した領域を監督する権限を持つ従業員を含む従業員に対する適切な懲戒」、

および「不正行為の重大性の認識、それに対する責任の受諾、および将来のリスクを特定す

るための措置を含む、そのような不正行為を繰り返すリスクを低減するための措置の実施を

示す追加的な措置」に注目）。 

 

⚫ 根本原因分析 - 問題になっている不祥事について、会社はどのような根本原因分析を

行っているか。体系的な問題は特定されたか。社内の誰が分析に関与したか。 

⚫ 事前の脆弱性 - どのような管理体制が機能しなかったか。不正行為を禁止すべき方針や

手続きがあった場合、それらは効果的に実施されたか。 

⚫ 支払いシステム - 問題の不正行為はどのように資金調達されたか（発注書、従業員への

払い戻し、割引、小口現金など）。これらの資金への不適切なアクセスを防止または検

出できたプロセスは何か。それらのプロセスは改善されたか。 
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⚫ ベンダー管理 - ベンダーが不正行為に関与していた場合、ベンダー選定のプロセスはど

のようなものであったか、またベンダーはそのプロセスを経たか。 

⚫ 事前の兆候 - 関連する管理上の不備や申し立てを特定する監査報告書、苦情、調査など、

当該不正行為を発見する機会は事前にあったか。そのような機会を逃した理由について

の会社の分析は？ 

⚫ 改善策 - 将来、同じまたは類似の問題が発生するリスクを低減するために、会社は具体

的にどのような変更を行ったか。根本原因および機会損失分析で特定された問題に対し

て、どのような具体的な是正を行ったか。 

⚫ 説明責任 - 不祥事に対してどのような懲戒処分を行ったか、またそれは適時に行われた

か。管理職はその監督下で発生した不祥事に対して責任を負ったか。会社は監督不行き

届きに対する懲戒処分を検討したか。問題となった行為に関する従業員の懲戒処分につ

いて、会社はどのような記録（懲戒処分の回数や種類など）を残しているか。会社は問

題となっている種類の不祥事について、解雇またはその他の懲戒処分（賞与の減額また

は廃止、警告書の発行など）を行ったことがあるか。会社は、責任ある従業員に対する

報酬を、適用される法律の下で実行可能かつ利用可能な範囲で返納または減額する措置

をとったか。（結） 

 

   

〈注記〉本資料に関し、以下の点をご了承ください。 

・ 本ニューズレターは 2024年 2月時点の情報に基づいて作成されています。 

・ 今後の政府による発表や解釈の明確化、実務上の運用の変更等に伴い、その内容は変更され

る可能性がございます。 

・ 本ニューズレターの内容によって生じたいかなる損害についても弊所は責任を負いません。 

 

◆ One Asia Lawyers ◆ 

「One Asia Lawyers Group」は、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包

括的なリーガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワー

クです。One Asia Lawyers Groupは、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーフ

ァームを有し、各国の法律のスペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクテ

ィカルで、シームレスなリーガルサービスを提供しております。  

この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legal または info@oneasia.legal 

までお願いします。 

なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グル

ープ・メンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は

執筆者の個人的見解であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的

情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個

別具体的事案に係る問題については、必ず各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 

 

◆ アジア SDGs/ESGプラクティスグループ ◆ 

One Asia Lawyersは、ESG・SDGsと人権 DDに関して、東南アジア・南アジア・オセアニアな

どの海外においても、各国の法律実務に精通した専門家が、現地に根付いたプラクティカル

なアドバイス提供およびニューズレター、セミナーなどを通じて情報発信を行っています。

ESG・SDGs・人権 DD に関連してご相談がございましたら、以下の各弁護士までお気軽にお

問い合わせください。 
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<著者／アジア SDGs/ESGプラクティスグループ> 

 

齋 藤 彰 

One Asia Lawyers Group 顧問 

弁護士・神戸大学名誉教授・CEDR 認定調停人 

大手海運会社で北米・紅海・欧州向けの自動車専用船の運行管

理を経験したのち、研究者への転身を決意。神戸大学法学研究

科で比較契約法・国際取引法・国際 ADR 等の教育研究に従事

し、学生の国際模擬仲裁大会参加等を促進することにより、法

律学のグローバル化に努めてきた。また法科大学院生の海外イ

ンターンシップ制度や英語による LL.M.プログラムの創設を主

導した。その間に、ICC 仲裁及び調停の実務にも従事し、英国

を代表する ADR 機関であるCEDR の調停スキルトレーニング

（CEDR MST）の日本での初の実施に尽力した。2018 年から

One Asia Lawyers の顧問に就任し、実務・教育・研究の架橋に勤

めてきた。ビジネスと人権及び海外腐敗慣行防止に向けた規律

枠組みの最新動向の調査研究にも取り組んでいる。 

akira.saito@oneasia.legal 

 

難 波 泰 明 

弁護士法人 One Asia 大阪オフィス パートナー弁護士アジア 

SDGs/ ESG プラクティスグループ リーダー 

国内の中小企業から上場企業まで幅広い業種の企業の、人事労務、紛

争解決、知的財産、倒産処理案件などの企業法務全般を取り扱う。個

人の顧客に対しては、労働紛争、交通事故、離婚、相続等の一般民事

事件から、インターネット投稿の発信者情報開示、裁判員裁判を含む

刑事事件まで幅広く対応。その他、建築瑕疵、追加請負代金請求など

の建築紛争、マンション管理に関する理事会、区分所有者からの相談

や紛争案件も対応。行政関係では、大阪市債権管理回収アドバイザー

を務めるなど、自治体からの債権管理回収に関する個別の相談、研修

を担 当。包括外部監査人補助者も複数年にわたり務め、活用賞を受賞

するなど、自治体実務、監査業務にも精通している。 

yasuaki.nanba@oneasia.legal 

06-6311-1010 

 

佐野 和樹 

One Asia Lawyers パートナー弁護士（日本法） 

ミャンマー・マレーシア統括 

アジアSDGs/ESGプラクティスグループ 

2013年よりタイで、主に進出支援・登記申請代行・リーガルサ

ポート等を行うM&A Advisory Co., Ltd.で3年間勤務。2016年のOne 

Asia Lawyers設立時に参画し、ミャンマー事務所・マレーシア事

務所にて執務を行う。2019年にミャンマー人と結婚し、現在は

ミャンマーに居住しながらミャンマー・マレーシア統括責任者と

して、アジア法務全般のアドバイスを提供している。  

kazuki.sano@oneasia.legal 
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